
協議第２９号

障害者福祉事業の取扱いについて

障害者福祉事業の取扱いについて提出する。

平成１５年１０月２７日提出

本荘由利一市七町合併協議会

会長 本荘市長 柳 田 弘

障害者福祉事業の取扱いについて

（ ） 、 、１ 国が定める制度については 障害者福祉等に関する法律及び施行細則

その他要綱等に準拠しながらサービスの充実に努める。

（２）国県補助事業については、実施要綱を統一して実施する。

（３）在宅障害者共同作業所通所費助成については、要綱を統一して実施す

る。

（４）移送費助成事業については、要綱を統一して実施する。

平成 年 月 日確認



本荘由利一市七町合併協議会の調整内容

（各種事務事業の取扱い）

協 定 項 目 障害者福祉事業の取扱い

◎支援費制度
◎特別障害者手当等
◎障害者社会参加促進事業

関 連 項 目 ◎重度身体障害者訪問入浴サービス事業
◎障害者共同作業所補助金
◎在宅障害者共同作業所通所費助成
◎移送費助成事業



１．国が定める制度については、障害者福祉等に関する法律及び施行細則、その他要綱等に準拠しながらサービスの充実に努める。

調整内容 ２．国県補助事業については、実施要綱を統一して実施する。

３．在宅障害者共同作業所通所費助成については、要綱を統一して実施する。

４．移送費助成事業については、要綱を統一して実施する。

各 市 町 の 現 況 （平成１５年４月１日現在）

項 目 本 荘 市 矢 島 町 岩 城 町 由 利 町

◎国の制度

・支援費制度 障害者福祉に関する法律及び施行 障害者福祉に関する法律及び施行 障害者福祉に関する法律及び施行 障害者福祉に関する法律及び施行

細則による事業について実施。 細則による事業について実施。 細則による事業について実施。 細則による事業について実施。

身体障害者手帳所持者 身体障害者手帳所持者 身体障害者手帳所持者 身体障害者手帳所持者

１級４２６人 ２級３９４人 １級 ７６人 ２級 ６５人 １級１１２人 ２級 ６７人 １級 ７８人 ２級 ６２人

３級２８０人 ４級２６５人 ３級 ６３人 ４級 ７１人 ３級 ６０人 ４級 ５１人 ３級 ５０人 ４級 ６７人

５級１３２人 ６級 ９６人 ５級 ２８人 ６級 ２２人 ５級 ３０人 ６級 １９人 ５級 ２２人 ６級 ２１人

療育手帳所持者 療育手帳所持者 療育手帳所持者 療育手帳所持者

Ａ判定１５８人 Ｂ判定７４人 Ａ判定２４人 Ｂ判定１６人 Ａ判定２０人 Ｂ判定１８人 Ａ判定２０人 Ｂ判定２４人

・特別障害者手

当等 支給内容 支給内容 支給内容 支給内容

特別障害者手当受給者：８６人 特別障害者手当受給者： ６人 特別障害者手当受給者：１１人 特別障害者手当受給者：２２人

月額２６,８６０円 月額２６,８６０円 月額２６,８６０円 月額２６,８６０円

障害児福祉手当受給者：９２人 障害児福祉手当受給者： １人 障害児福祉手当受給者： ３人 障害児福祉手当受給者： ２人

月額１４,６１０円 月額１４,６１０円 月額１４,６１０円 月額１４,６１０円

福祉手当(旧法)受給者：１６人 福祉手当(旧法)受給者： １人 福祉手当(旧法)受給者： ２人 福祉手当(旧法)受給者： １人

月額１４,６１０円 月額１４,６１０円 月額１４,６１０円 月額１４,６１０円

◎国県補助事業

・障害者社会参 ・奉仕員等(朗読･手話)養成･派遣 な し な し な し

加促進事業 事業

・手話通訳設置事業

・点字･声の広報等発行事業

・自動車運転免許取得･改造助成事 (自動車運転免許取得事業は県補助

業 事業により実施)

・福祉機器リサイクル事業

・精神障害者ボランティア団体活

動支援事業



各 市 町 の 現 況 （平成１５年４月１日現在）

項 目 大 内 町 東 由 利 町 西 目 町 鳥 海 町

◎国の制度

・支援費制度 障害者福祉に関する法律及び施行 障害者福祉に関する法律及び施行 障害者福祉に関する法律及び施行 障害者福祉に関する法律及び施行

細則による事業について実施。 細則による事業について実施。 細則による事業について実施。 細則による事業について実施。

身体障害者手帳所持者 身体障害者手帳所持者 身体障害者手帳所持者 身体障害者手帳所持者

１級１００人 ２級１４７人 １級 ６５人 ２級 ７２人 １級 ６８人 ２級 ４９人 １級１１８人 ２級 ９５人

３級 ８８人 ４級 ８７人 ３級 ５７人 ４級 ５５人 ３級 ４４人 ４級 ５３人 ３級 ８３人 ４級 ８３人

５級 ２７人 ６級 ２８人 ５級 １８人 ６級 ２４人 ５級 ２２人 ６級 １５人 ５級 ２９人 ６級 ３０人

療育手帳所持者 療育手帳所持者 療育手帳所持者 療育手帳所持者

Ａ判定４９人 Ｂ判定２７人 Ａ判定１７人 Ｂ判定１３人 Ａ判定２３人 Ｂ判定１８人 Ａ判定４２人 Ｂ判定２７人

・特別障害者手

当等 支給内容 支給内容 支給内容 支給内容

特別障害者手当受給者：１０人 特別障害者手当受給者：１５人 特別障害者手当受給者：１１人 特別障害者手当受給者： ９人

月額２６,８６０円 月額２６,８６０円 月額２６,８６０円 月額２６,８６０円

障害児福祉手当受給者： ４人 障害児福祉手当受給者： ０人 障害児福祉手当受給者： ４人 障害児福祉手当受給者： ２人

月額１４,６１０円 月額１４,６１０円 月額１４,６１０円 月額１４,６１０円

福祉手当(旧法)受給者： １人 福祉手当(旧法)受給者： ０人 福祉手当(旧法)受給者： ０人 福祉手当(旧法)受給者： １人

月額１４,６１０円 月額１４,６１０円 月額１４,６１０円 月額１４,６１０円

◎国県補助事業

・障害者社会参 な し な し な し な し

加促進事業

(自動車運転免許取得事業は県補助 (自動車運転免許取得事業は県補助 (自動車運転免許取得事業は県補助 (自動車運転免許取得事業は県補助

事業により実施) 事業により実施) 事業により実施) 事業により実施)

具 体 的 な 調 整 方 法

◎障害者福祉法による制度 ・支援費制度、特別障害者手当は、障害者福祉に関する法律及び施行細則、その他要綱等に準拠しながらサービスの充実に努める。

◎国県補助事業 ・障害者社会参加促進事業等国県補助事業については、住民の要望に即した事業を選択し、実施要綱を統一して実施する。



１．国が定める制度については、障害者福祉等に関する法律及び施行細則、その他要綱等に準拠しながらサービスの充実に努める。

調整内容 ２．国県補助事業については、実施要綱を統一して実施する。

３．在宅障害者共同作業所通所費助成については、要綱を統一して実施する。

４．移送費助成事業については、要綱を統一して実施する。

各 市 町 の 現 況 （平成１５年４月１日現在）

項 目 本 荘 市 矢 島 町 岩 城 町 由 利 町

◎国県補助事業

・重度身体障害 家庭での入浴が困難で、かつ施設 な し 要介護状態となった身体障害者が な し、

者訪問入浴サ への通所入浴ができない重度身体 可能な限り自宅において日常生活

ービス事業 障害者(児)に、移動入浴車による を営むことができるように入浴の

入浴サービスを提供する。 援助を行う。

社会福祉協議会へ委託して実施。 社会福祉協議会へ委託して実施。

「 」・障害者共同作 精神障害者小規模作業所補助金と 施設・通所者なし。 施設・通所者なし。 本荘由利地域家族会 根分けの会

業所補助金 して、本荘由利地域家族会「根分 に、入所委託費を支出。(町単独)

けの会」に運営費補助金を交付。

施設数：１施設 施設数：なし

通所者：１５人 通所者：３人

◎在宅障害者共 小規模作業所に通所する障害者に な し な し な し

同作業所通所 公共交通料金の１／２以内を支給

費助成 する。

◎移送費助成事 対象者 な し な し な し

業 ・身障手帳3級以上で視覚・平衡・

下肢・体幹・内部に障害のある

者

助成額

・タクシー利用券（基本料金分）

年間24回分



各 市 町 の 現 況 （平成１５年４月１日現在）

項 目 大 内 町 東 由 利 町 西 目 町 鳥 海 町

◎国県補助事業

・重度身体障害 な し な し ホームヘルプサービス事業で実施 な し。

者訪問入浴サ

ービス事業

・障害者共同作 本荘由利地域家族会 根分けの会 施設・入所者なし。 心身障害者小規模作業所事業費補 施設・入所者なし。「 」

業所補助金 に 運営費補助金を交付 (町単独) 助金として 「ゆうゆう(友遊)小規、 。 、

」 。模作業所 に運営費補助金を交付

施設数：なし 施設数：１施設

通所者：３人 通所者：１３人

◎在宅障害者共 本荘由利地域家族会 根分けの会 な し な し な し「 」

同作業所通所 に対して、定期券相当額の１／３

費助成 を補助する。

◎移送費助成事 な し 対象者 な し 対象者

業 ・身障手帳2級以上の者及び ・身障手帳２級以上の者

・身障手帳3級で平衡・下肢・体幹 ・療育手帳Ａの者

に障害のある者 助成額

・療育手帳Ａの者 ・タクシー券（基本料金分）

助成額 年間１２回分

・タクシー利用券（基本料金分）

年間24回分

具 体 的 な 調 整 方 法

重度身体障害者訪問入浴サービス事業等国県補助事業については、住民の要望に即した事業を選択し、実施要綱を統一して実施する。◎ ・重度身体障害者訪問入浴サービス事業

◎障害者共同作業所補助金 ・障害者共同作業所補助については、新市全域が県補助対象となり、新市で実施する。

◎ ・在宅障害者共同作業所通所費助成については、要綱を統一して実施する。在宅障害者共同作業所通所費助成

◎移送費助成事業 ・移送費助成事業については、障害者の自立と社会参加を支援し、要綱を統一して実施する。


